2020（令和２）年度事業報告
１．今年度の成果と到達点

　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事業実施の難しさとそれに伴う減収という、これまでにかつて経験したことがないような困難に見舞われた年となった。しかし、その中にあっても様々な工夫を凝らし、このような時だからこそ「独りぼっちの視覚障害者をなくす」という本会の理念が生かされた活動ができるよう、役職員が一丸となって取り組んだ。また、各部局や賛助団体の支援も得ながら努力する中で、おおむね予定通り事業を遂行することができた。

　以下、今年度当初に掲げた重点課題に対する取り組みを中心に、報告の概要を述べる。

（１）共に生きる社会の実現

「障害者差別解消法」、「京都府障害のある人もない人も共に安心していきいきと暮らしやすい社会づくり条例」の理念の完全実施を目指して活動した。他団体とも連携した取り組みとして継続して行っている障害者権利条約の批准と完全実施をめざす京都実行委員会では、「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議報告（素案）」に関連し、文部科学大臣に要望書を提出した。

また、委員会の加入団体において、新型コロナウイルスのために困っている事項について集約する作業を開始し、継続している。

（２）移動の保障と安全な交通環境の拡充
同行援護事業において、緊急事態宣言の発令等に伴う外出機会の著しい減少により、本会事業所の収入が激減した。そのため、同行援護のみで運営している事業所への支援を求めて、日本視覚障害者団体連合（以下、「日視連」と表記）を通じ国に要望するとともに、収入の多くを占める京都市との交渉を重ねたが、充分な支援を得ることはできなかった。

府内北部・府内南部での白杖安全デーは、参加者制限や内容の一部見直し・パレードの自粛等を行いながらも開催することができた。京都市内については集会は開催せず、視覚障害者の外出状況やサポートについて市民に知ってもらうための動画づくりを行った。

一方、京都市の財政悪化のため、北大路駅以外の京都市営地下鉄各駅における可動柵設置計画が見直されることになったことは大変残念であった。視覚障害者が安全に移動できる環境の実現に向け、粘り強い取り組みがより一層必要である。

（３）情報・コミュニケーション支援の拡充

京都市の入院時意思疎通支援事業については、様々な場で一層の活用を呼びかけ、関係機関にも協力を求めたが、コロナ禍で病棟などへの立ち入りそのものが制限されたこともあり、件数増などの成果につなげることができなかった。

各市町村における情報・コミュニケーション条例の具現化に向けて、地域団体が中心となり、選挙公報、自治体広報の音声版・点字版発行等の実現に努力した。しかし、各自治体ともコロナ禍による財政状況の厳しさが一層増す中で、一般市民に対する広報物の配布そのものが縮小される傾向にあり、視覚障害者への情報提供にも大きな影響を与えていることは、今後の大きな課題である。

一方、当事者同士の情報交換や情報格差をなくす取り組みについては、コロナ禍でオンラインを活用したり最新機器を紹介する活動が多く見られた。特にＩＴ活用支援部がスマートフォンやスマートスピーカー等の体験のための講師派遣を行った他、情報宣伝部や事業企画部、職業部においてもZoom（ズーム）を活用したイベントや講座開催を行った。これらの活動により、移動困難により参加がかなわなかった地域からの参加者が増えるとともに、府内の他地域や全国的な会議に参加するなどの取り組みにつなげることができた。

また、昨年度成立した「読書バリアフリー法」を追い風として、より視覚障害者への情報提供が推進され、点字の普及が進むよう市民啓発部が研修会等に取り組んだ。

５月には、コロナ禍で暮らす会員向けの情報誌を「点字京都」特集号として発行し、情報提供に努めた。また、この取り組みが、ＮＨＫ京都放送局のテレビで紹介されることとなり、視覚障害者のコロナ禍での生活実態についても取材協力した。

（４）雇用・就労対策

職業部・三療部・音楽部を中心とした職業対策連絡協議会の開催を目指し取り組んだが、今年度中の開催にこぎつけることはできなかった。他方、１０月より国において、重度障害者等雇用支援事業が地域生活支援事業のメニューとして開始されることとなったため、上記三つの部が集まり、視覚障害者が働き続けていくための支援のあり方について議論を深めるとともに、東京で開催された講座にオンライン参加するなど、ニーズを共有した。

一方、三療関係の取り組みでは、本会として京都府あん摩マツサージ指圧師会（以下「京マ会」と表記）が本格的に活動を開始したことに伴い、総会・研修会をはじめとする各種行事の準備等に協力した。一方で、三療部は組織立て直しを図る意味からも、三療を取り巻く諸問題に取り組む専門部として、職業部が企画する仕事サロンに結集して役割を果たしていくことが求められる。

（５）福祉広報活動の推進

京都ロービジョンネットワークを介しての相談が引き続き増加する中で、相談体制の整備が引き続き課題となっている。

見えない・見えにくいことによる視覚障害のハンディを広範な府・市民に啓発し、障害が正しく理解されることによって適切な支援が受けられるよう活動した。毎年行っているあい・らぶ・ふぇあは、今年度は多くの人が密集するイベントの開催ができなかったため、買い物や飲食等の際の店員のサポート方法を知ってもらうための取り組みを行うなど、今年度はコロナ禍においても啓発できる活動を中心に取り組んだ。

よりニーズに応じた情報発信を目的に、点字京都のＨＴＭＬ版配信を開始した。

（６）本会固有の課題への取り組み

南部アイセンターは三代目のセンター長を迎え、コロナ禍の状況にありながらも継続的な事業実施を実現することができた。

府内北部地域においては、福知山市での拠点設置に向けた課題を協議するため、地域団体を巡回しての懇談会を開催した。残念ながら福知山市での北部拠点設置は見送りとなったが、巡回懇談会の開催により、地域団体のニーズや一般会員の生の声を聞くことができ、大きな成果があった。

しかし、全体的には、コロナ禍により各部や地域団体を横断しての取り組みや会議の開催は困難であり、連携が困難な一年となった。
また、以前から厳しい財政状況ではあったが、公益②事業や収益②事業における収入減により一層厳しい状況となったため、役職員あげての支出抑制などの努力を積み重ねた。
役員・職員について、引き続き経理担当を担う人材の育成に取り組んだ。

さらに、役職員の共同作業を目指す取り組みでは、同行援護事業における担当者会議への役員の出席や研修会への関わりがほぼ定着した。また、人事委員会の活動が活発に行われ、役職員が共同で職員に対する相談支援、人事マネジメントなどに関わることで当事者団体として大変意義のある取り組みができた。

京都ライトハウスに対して、京都ロービジョンネットワークの事務局体制の強化や、次年度からの京都ライトハウス中期計画作成に向けて、意見交換の場を持った。
